別表
	措　　置　　要　　件
	期　　　　　　間

	有資格者等が次の１から７のいずれかに該当し、契約の相手方として不適当であると認められるとき。
１　役員等に、暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）がいると認められるとき。
２　暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められるとき。
３　役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしていると認められるとき。
４　役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。
５　役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。
６　役員等又は使用人が、１から５のいずれかに該当する法人等であることを知りながら、これを利用するなどしていると認められるとき。
７　役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等から、名古屋市が締結する調達契約等において妨害又は不当要求を受けたことを認識していたにもかかわらず、市への報告又は警察への被害届の提出を故意に又は正当な理由がなく行わなかったと認められるとき。

	当該認定をした日から１２か月
 但し、当該排除措置期間内に改善されない場合は、改善されたと認められる日まで（以下、措置要件６の期間まで同じ）
当該認定をした日から１２か月
当該認定をした日から ３か月
当該認定をした日から ６か月
当該認定をした日から ３か月
当該認定をした日から ３か月
当該認定をした日から ２週間



様式１　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
（宛先）名古屋市長
局区室長　
疑義事実報告書
「名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係事業者の排除に関する取扱要綱」第３条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
	商号又は名称
	

	所　在　地
	

	役　職　名
	氏　　名
	生年月日
	住　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	排除措置対象法人等に該当すると疑うに足る事実
	

	備　考
	


担　当
電　話
様式２
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　財契第　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
　　　　　　　　　　様
名古屋市長
名古屋市上下水道局長
名古屋市交通局長
排除措置通知書
　このたび貴社を、「名古屋市が行う契約等からの暴力団関係事業者の排除に関する合意書」及び「名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係事業者の排除に関する取扱要綱」の規定に基づき、排除措置の対象としましたので通知します。
なお、排除措置内容等については下記のとおりです。
記
１　排除措置期間
　　　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで
但し、当該措置期間内に改善されない場合は、改善されたと認められる日まで当該排除措置を継続します。
２　排除措置理由
　　
３　排除措置内容
(1)　競争入札への参加
本市で実施する調達契約等の競争入札に参加することができません。
(2)　契約の締結
貴社との調達契約等は締結しません。
４　その他
上記２の排除措置理由となった事実が改善された場合は、様式４「排除措置解除申出書」により、「名古屋市長、名古屋市上下水道局長、名古屋市交通局長」に対して、排除措置の解除を申し出ることができます（改善が認められたときは、上記１の排除措置期間終了後に当該排除措置を解除します）。
担　当　財政局契約部契約監理課
電　話　０５２－９７２－○○○○（直通）
注　「名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係事業者の排除に関する取扱要綱」別表第７号による措置を行う場合は、「１　排除措置期間」のうち但し書き及び「４　その他」の文言は不要とする。
様式３
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　財契第　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
各局区室長　様
名古屋市長
名古屋市上下水道局長
名古屋市交通局長
排除措置通知書
　「名古屋市が行う契約等からの暴力団関係事業者の排除に関する合意書」及び「名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係事業者の排除に関する取扱要綱」の規定に基づき、下記のとおり排除措置を講じましたので通知します。
記
１　排除措置事業者
（所在地）
（商号又は名称）
（代表者等職氏名）
２　排除措置期間
　　　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで
但し、当該措置期間内に改善されない場合は、改善されたと認められる日まで当該排除措置を継続します。
３　排除措置理由
４　排除措置内容
(1)　競争入札への参加
本市が実施する調達契約等の競争入札に、排除措置事業者を参加させないものとします。
(2)　契約の締結
排除措置事業者との調達契約等は締結しないものとします。
担　当　財政局契約部契約監理課
電　話　０５２－９７２－○○○○（直通）
注　「名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係事業者の排除に関する取扱要綱」別表第７号による措置を行う場合は、「２　排除措置期間」のうち但し書きは不要とする。
様式４　　　　　　　　　　　　　　
年　月　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（宛先）名古屋市長
名古屋市上下水道局長
名古屋市交通局長
　　　　　
（所在地）
（商号又は名称）
（代表者等職氏名）　　　　　
排除措置解除申出書
　私は、　　年　　月　　日付け　　第　　号の排除措置通知書による排除措置を受けましたが、排除措置理由となった事実について、別添のとおり改善しましたので、排除措置の解除をお願いします。
（連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
様式５
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　財契第　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
　　　　　　　　　　様
名古屋市長
名古屋市上下水道局長
名古屋市交通局長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
排除措置解除（継続）通知書
　　　年　　月　　日付け排除措置解除申出書により申出のあったことについては、排除措置の理由となった事実の改善が確認されましたので、　　年　　月　　日をもって排除措置を解除します。
　（又は、　年　　月　　日付け排除措置解除申出書により、申出のあったことについては、排除措置の理由となった事実の改善が確認できませんでしたので、排除措置を継続します。）
担　当　財政局契約部契約監理課
電　話　０５２－９７２－○○○○（直通）
様式６
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　財契第　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
各局区室長　様
名古屋市長
名古屋市上下水道局長
名古屋市交通局長
排除措置解除通知書
　　　年　　月　　日付け　　第　　号の排除措置通知書により排除措置を受けた下記の者については、　　年　　月　　日をもって排除措置を解除します。
記
排除措置を解除する相手方
（所在地）
（商号又は名称）
（代表者等職氏名）
担　当　財政局契約部契約監理課
電　話　０５２－９７２－○○○○（直通）
